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第４次 第５次

14,642 14,642 34,707 34,707

1 総
さかなまつ
り・さかな
の市事業

さかなまつり・さか
なの市を開催し漁業
と市民のふれあいや
水産物の消費拡大を
図る。

市民
政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

1
さかなまつ
り・さかな
の市事業

さかなまつり
の開催に伴う
場所等の提供
の事務打合せ
等

開催回数 年１回 年１回

さかなまつり
の開催に伴う
場所等の提供
の事務打合せ
等

開催回数 年１回 可
不
要

済
不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

1
さかなまつ
り・さかな
の市事業

さかなまつり
の開催

開催回数 年１回 年１回
さかなまつり
の開催

開催回数 年１回 可
不
要

済
不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

1
さかなまつ
り・さかな
の市事業

さかなの市開
催に伴う事務
打合せ等

開催回数 年２回 年２回
さかなの市開
催に伴う事務
打合せ等

開催回数 年２回 可
不
要

済
不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

1
さかなまつ
り・さかな
の市事業

さかなの市事
業

開催回数 年２回 年２回
さかなの市事
業

開催回数 年２回 可
不
要

済
不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

2 総
漁業近代化
資金等利子
補給金

漁業経営の安定化・
合理化を図り、漁業
後継者の育成を支援
する。

漁業協
同組合

員

政
策

245
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 402 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
漁業近代化
資金等利子
補給金

漁業近代化資
金等利子補給
事務

利子補給申請
事務日数

１０日 １０日 245
漁業近代化資
金等利子補給
事務

利子補給申請
事務日数

１０日 402
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
共同漁業権
に関する調
整事務

漁業者、リクリエー
ション利用者に対
し、海の利用ルール
の遵守と海難事故防
止の指導に努める。

漁業協
同組合
員、海
利用者

政
策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

3
共同漁業権
に関する調
整事務

遠泳大会等、
共同漁業権内
を使用するイ
ベント等につ
いて、その主
催者、漁業協
同組合及び市
による調整会
議の開催

会議開催回数 年１回 １回

遠泳大会等、
共同漁業権内
を使用するイ
ベント等につ
いて、その主
催者、漁業協
同組合及び市
による調整会
議の開催

会議開催回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
漁港外郭施
設整備事業

漁港外郭施設の整備
を推進し、漁港の安
全管理に努める。

漁業協
同組合
員、漁
港利用

者

施
管

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

4
漁港外郭施
設整備事業

漁港外郭施設
の破損状況の
点検

定期点検日数 年２４日 年２４日
漁港外郭施設
の破損状況の
点検

定期点検日数 年２４日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

4
漁港外郭施
設整備事業

漁港外郭施設
の破損が確認
された場合の
整備
（緊急時のみ
の活動）

破損部の整備
可能日数

年２０日 対象なし

漁港外郭施設
の破損が確認
された場合の
整備
（緊急時のみ
の活動）

破損部の整備
可能日数

年２０日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

5 総
漁港の維持
管理

漁港施設の安全かつ
適正な使用に努め
る。

漁業協
同組合
員、漁
港利用

者

義
務

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

5
漁港の維持
管理

茅ヶ崎漁港管
理条例第３条
に基づき、毎
年茅ヶ崎漁港
維持運営計画
の作成

茅ヶ崎漁港維
持運営計画の
作成期限

３月 ３月

茅ヶ崎漁港管
理条例第３条
に基づき、毎
年茅ヶ崎漁港
維持運営計画
の作成

茅ヶ崎漁港維
持運営計画の
作成期限

３月 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

海浜課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

海浜課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

海浜課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

海浜課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

5
漁港の維持
管理

漁港台帳、海
岸保全区域台
帳等の管理・
更新の事務

更新回数 年１回 年１回

漁港台帳、海
岸保全区域台
帳等の管理・
更新の事務

更新回数 年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

6 総
漁港周辺安
全対策事業

漁港周辺の安全かつ
適正な維持管理に努
める。

漁港及
び漁港
周辺利
用者

政
策

239
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 400 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
漁港周辺安
全対策事業

漁港周辺安全
対策看板の作
成及び設置等
（委託）

安全対策看板
の管理・設置
箇所数

５箇所 ８箇所 167

6
漁港周辺安
全対策事業

漁港周辺の清
掃（委託）

清掃回数 年３回 年１回 72
漁港周辺の安
全対策・清掃
（委託）

依頼回数 年６回 400
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7 総
荷捌所雑排
水槽等清掃
事業

漁港施設の適正な維
持管理に努める。

漁業協
同組合

員

施
管

100
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 149 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7
荷捌所雑排
水槽等清掃
事業

荷捌所雑排水
槽の清掃等
（委託）

排水槽の清掃
回数

年１回 年１回 100
荷捌所雑排水
槽の清掃等
（委託）

排水槽の清掃
回数

年１回 149
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

8 総

放置自動
車・船舶の
運搬及び処
理事業

漁港区域・海岸保全
区域の適正な管理に
努める。

漁港区
域・海
岸保全
区域利
用者

施
管

0
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 36 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

8

放置自動
車・船舶の
運搬及び処
理事業

自動車・船舶
類放置禁止区
域における放
置禁止物件の
処理（委託）

放置禁止物件
の処理

年２回 対象なし 0

自動車・船舶
類放置禁止区
域における放
置禁止物件の
処理（委託）

放置禁止物件
の処理

年２回 36
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

8

放置自動
車・船舶の
運搬及び処
理事業

自動車・船舶
類放置禁止区
域における放
置禁止物件の
規制・管理等
の事務

放置禁止物件
の現地調査

年２回 年２回

自動車・船舶
類放置禁止区
域における放
置禁止物件の
規制・管理等
の事務

放置禁止物件
の現地調査

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
漁港区域内
維持管理事
業

漁港周辺の堆積砂の
除去等を行い、漁港
区域内の安全かつ適
正な管理に努める。

漁業協
同組合
員、海
岸利用

者

施
管

2,378
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,800 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9
漁港区域内
維持管理事
業

漁港区域内に
おける堆積砂
除去等
（委託）

依頼回数 年６回 年６回 2,378

漁港区域内に
おける堆積砂
除去等
（委託）

依頼回数 年４回 2,800
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

10 総
巻き揚げ
機・防護柵
等修繕事業

漁港施設の適正な維
持管理に努める。

漁業協
同組合
員、海
岸利用

者

施
管

1,376
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 315 未 高 高 高
現状維

持
維持

10
巻き揚げ
機・防護柵
等修繕事業

巻き揚げ機・
防護柵等の維
持修繕等
（委託）

修繕箇所数 年３箇所 年4箇所 1,376
漁港施設等修
繕
（委託）

修繕箇所数 年３箇所 315
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

11 総
漁業関連団
体との連絡
調整事務

漁業関連団体と連絡
を密にして水産業の
振興を図る。

漁業関
連団体

政
策

305
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 305 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
漁業関連団
体との連絡
調整事務

県漁業協同組
合連合会への
参加

出席回数 年２回 年０回 90
県漁業協同組
合連合会への
参加

出席回数 年１回 90
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

海浜課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

海浜課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

11
漁業関連団
体との連絡
調整事務

相模湾地域遊
魚・海面利用
協議会への参
加

出席回数 年１回 年１回 15

相模湾地域遊
魚・海面利用
協議会への参
加

出席回数 年１回 15
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
漁業関連団
体との連絡
調整事務

県水難救済会
への参加

出席回数 年１回 年０回 200
県水難救済会
への参加

出席回数 年１回 200
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
漁業関連団
体との連絡
調整事務

漁業関連機関
主催への各種
研修会への参
加

出席回数 年２回 年０回 0

11
漁業関連団
体との連絡
調整事務

（財）神奈川
県栽培漁業協
会等との連絡
調整事務

連絡調整回数 年２回 年１回

（財）神奈川
県栽培漁業協
会等との連絡
調整事務

連絡調整回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
漁業関連団
体との連絡
調整事務

（株）茅ヶ崎
丸大魚市場と
の連絡調整事
務

連絡調整回数 年２回 年２回

（株）茅ヶ崎
丸大魚市場と
の連絡調整事
務

連絡調整回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総

ライフセー
ビング支援
協議会との
連絡調整事
務

海・浜の利用者の安
全を図るために、ボ
ランティアとして監
視・救助などを行う
ライフセービング活
動を支援する。

政
策

350
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 350 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12

ライフセー
ビング支援
協議会との
連絡調整事
務

ライフセービ
ング支援協議
会への参加

出席回数 年２回 年２回 350
ライフセービ
ング支援協議
会への参加

出席回数 年２回 350
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総

漁港区域・
海岸保全区
域の占用許
可事務

漁港区域・海岸保全
区域の適正な管理に
努める。

占用
者・使
用者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

13

漁港区域・
海岸保全区
域の占用許
可事務

漁港区域・海
岸保全区域の
公共空地にお
ける占用等の
許可及び占用
料の徴収

占用許可件数 ３４件 ７２件

漁港区域・海
岸保全区域の
公共空地にお
ける占用等の
許可及び占用
料の徴収

占用許可件数 ３４件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13

漁港区域・
海岸保全区
域の占用許
可事務

漁港施設の使
用・占用許可
及び使用・占
用料の徴収

占用許可件数
必要に応
じた回数

４２件

漁港施設の使
用・占用許可
及び使用・占
用料の徴収

占用許可件数
必要に応
じた回数

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
海岸仮設ト
イレ維持管
理事業

茅ヶ崎海岸の適正な
使用・管理に努め
る。

海岸利
用者

政
策

1,134
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14
海岸仮設ト
イレ維持管
理事業

海岸仮設トイ
レ（６基）の
清掃業務
（委託）

１基当たりの
清掃回数

年２５０
回

年２５０
回

1,134

海岸仮設トイ
レ（６基）の
清掃業務
（委託）

１基当たりの
清掃回数

年２５０
回

1,200
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15 総

漁港区域整
備基本構想
に基づく整
備

国有海浜地占用地区
のインフラ整備を進
めその後、段階的に
駐車場、臨港道路等
の整備を推進する事
により、漁港区域整
備基本構想を具現化
する。

国有海
浜地占
用者、
海岸利
用者、
漁業者

政
策

漁港区域整
備基本構想
にに基づく
整備

漁港区域整
備基本構想
にに基づく
整備

現時点では成果が出
ていないが、適切な
事務を行っており、
今後成果が見込め
る。

Ｂ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

15

漁港区域整
備基本構想
に基づく整
備

国有海浜地占
用地払い下げ
に向けて、
国、県、占用
者等との調整
事務

調整回数 年７回 年１８回

国有海浜地占
用地払い下げ
に向けて、
国、県、占用
者等との調整
事務

調整回数 年７回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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④
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③
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③
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15

漁港区域整
備基本構想
に基づく整
備

漁港区域整備
基本構想に基
づき、駐車
場、臨港道路
等の整備を進
めるため、
国、県等との
調整事務

調整回数 年４回 年５回

漁港区域整備
基本構想に基
づき、駐車
場、臨港道路
等の整備を進
めるため、
国、県等との
調整事務

調整回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総
漁港背後地
整備事業

漁港背後地整備事業
として、国有海浜地
占用地区における道
路、上下水道等イン
フラ整備を進める。

国有海
浜地占
用者

政
策

漁港区域整
備基本構想
にに基づく
整備

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 11,000 1

漁港区域整備
基本構想に基
づく国有海浜
地払い下げに
向けての調整
事務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

16
漁港背後地
整備事業

漁港背後地整
備事業として
国有海浜地占
用地区におけ
る道路整備

工事発注件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
漁港背後地
整備事業

漁港背後地整
備事業として
国有海浜地占
用地区におけ
る道路整備

背後地道路整
備工事

年１回 11,000 1

漁港区域整備
基本構想に基
づく国有海浜
地払い下げに
向けての調整
事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

16
漁港背後地
整備事業

県藤沢土木事
務所等関係機
関との会議・
打合せ等調整

会議・打合せ
等調整回数

年５回 年５回

県藤沢土木事
務所等関係機
関との会議・
打合せ等調整

会議・打合せ
等調整回数

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
海岸侵食防
止対策

侵食の進んだ海岸に
砂浜を回復させる事
業を実施し、豊かな
海岸線を再生するよ
う国、県に要請す
る。

海岸利
用者等

政
策

海岸侵食防
止対策

海岸侵食防
止対策

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

17
海岸侵食防
止対策

国、県へ茅ヶ
崎海岸の整備
等についての
要望書を提出

要請回数 年３回 年３回

国、県へ茅ヶ
崎海岸の整備
等についての
要望書を提出

要請回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
海岸侵食防
止対策事業

侵食の進んだ海岸に
砂浜を回復させるた
め、県市の連携によ
り、漁港西側海岸に
堆積する砂を侵食さ
れた海岸に運搬し、
砂浜の再生を図る。

海岸利
用者、
地引き
網漁業

者

政
策

海岸侵食防
止対策事業

海岸侵食防
止対策事業

2,520
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,750 2
海岸環境整備
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
海岸侵食防
止対策事業

工事の設計、
管理

工事発注件数 年１件 年１件
工事の設計、
監理

工事発注件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
海岸侵食防
止対策事業

競争入札によ
る請負工事を
実施

搬出量 3,000㎥ 3,000㎥ 2,520
競争入札によ
る請負工事を
実施

搬出量 3,000㎥ 2,750 2
海岸環境整備
事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
海岸侵食防
止対策事業

県藤沢土木事
務所なぎさ港
湾部と県市連
携による堆積
砂の有効利用
等についての
調整

打合せ会議・
打合せ開催数

年１５回 年１４回

県藤沢土木事
務所なぎさ港
湾部と県市連
携による堆積
砂の有効利用
等についての
調整

打合せ会議・
打合せ開催数

年１５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総
港勢調査事
務

漁業の勢力、漁港の
利用状況等の実態を
明らかにする。

漁業協
同組合
員、漁
港利用

者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

19
港勢調査事
務

漁船隻数、漁
業協働組合員
数、陸揚げ量
等の統計調査
の実施

調査実施時期 ４回 ４回

漁船隻数、漁
業協働組合員
数、陸揚げ量
等の統計調査
の実施

調査実施時期 ４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
漂流物保管
事務

漁港区域、海岸保全
区域の適正な管理に
努める。

海・浜
利用者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし
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20
漂流物保管
事務

近隣行政機関
と漂流物に関
する照会・回
答及び保管事
務

照会・回答件
数

年３件 年３件

近隣行政機関
と漂流物に関
する照会・回
答及び保管事
務

照会・回答件
数

年３件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用の活用
予算
なし

701 総
漁港背後地
電線類地中
化事業

漁港背後地の電線類
地中化により、良好
な景観形成及び防災
対策に努める。

海・浜
利用

者、居
住者

政
策

1,033

現時点では成果が出
ていないが、地中化
方式の見直し検討に
より、今後成果が見
込める。

Ｃ

701
漁港背後地
電線類地中
化事業

委託設計・監
理

委託発注件数 年２件 年１件

701
漁港背後地
電線類地中
化事業

競争入札によ
り委託を実施

予備設計 年１件 年１件 1,033

701
漁港背後地
電線類地中
化事業

競争入札によ
り委託を実施

詳細設計 年１件 年０件 0

21 総
漁港背後地
無電柱化事
業

漁港背後地の無電柱
化により、良好な景
観形成及び防災対策
に努める。

海・浜
利用

者、居
住者

政
策

未 高 高 高 拡大 なし
予算
なし

21
漁港背後地
無電柱化事
業

関係機関との
調整・協議

調整回数 １０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 総
漁港維持管
理事業

漁港の適正な管理に
努める。

漁港利
用者

施
管

漁港航路浚
渫事業

4,962
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 15,000 4
漁港航路浚渫
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22
漁港維持管
理事業

工事設計・監
理

工事発注件数 年１件 年１件

22
漁港維持管
理事業

競争入札によ
り工事を実施

堤防柵設置整
備工事

年１件 年１件 4,962

22
漁港維持管
理事業

工事設計・監
理

工事発注件数 年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22
漁港維持管
理事業

競争入札によ
り工事を実施

漁港航路浚渫
工事

年１件 15,000 4
漁港航路浚渫
事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

23 総
ヘッドラン
ド周辺維持
管理事業

海岸の適正な管理に
努める。

海浜利
用者

施
管

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 3
海浜地の有効
利用調整

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

23
ヘッドラン
ド周辺維持
管理事業

県管理の海浜
地を借り受け
市で維持管理

会議等 年５回 年６回
県管理の海浜
地を借り受け
市で維持管理

会議等 年５回 3
海浜地の有効
利用調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


